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１．平成 24 年度事業報告 
 
平成 24 年度「多文化共生概況」 
 
 平成 24 年 7 月 9 日は、在日外国人はもちろん、多文化共生社会の形成に取組む人たちに

とって忘れられない日となりました。第二次世界大戦後（1952 年）から続いてきた「外国

人登録制度」が廃止となり、「外国人住民基本台帳制度」に移行するとともに、「新しい在

留管理制度」がスタートしました。この新制度の開始にはさまざまなメリット・デメリッ

トが指摘されていますが、最も大きな問題は、90 日を越えて正規に滞在する者以外に、「在

留カード」含め公的に身分を証明する物が発行されなくなるとともに、住民基本台帳から

も消除され、公的サービスの対象とされなくなってしまったことでしょう。つまり、いる

はずの人が“社会的”に、いないことになったのです。 
 本当に、その人が日本にいないのであればよいのですが、実際にはそうではありません。

もし、その人が犯罪に巻き込まれたり、命の危険な状態に置かれていたり、感染症を患う

など周囲の人びとにも影響を及ぼす状態にあったりした場合、だれがどのようにその状況

を把握し、適切な対処ができるのでしょうか。社会は人と人とが複雑にからみ合って構成

されているのですから、どんな人であっても、意図的に見えなくしてしまうことで社会が

善くなることはありません。人道的見地からだけではなく、万が一の事が起きた際に、「こ

の人は“いないはずの人”だから…」と言っても何の解決にもならないのですから。 
 また、平成 23 年度の「多文化共生概況」でお伝えした、「日系人帰国支援事業」を活用

して帰国した人の再入国については、未だに目処が示されていません。そんな中、平成 24
年 5 月に浜松市で国を相手取り、再入国許可を求める裁判が起きました。結果は、国側が

“在留資格不許可理由の見直しによる在留資格付与”とし、判決を待たずして再入国が認

められました。しかし、この事業を活用して帰国した人が約 2 万 2,000 人もいることから、

“3 年を目処”としていた再入国時期の基準を明確に示すことが待たれます。 
 もう一つ、今後の動向に注目していた「『外国人との共生社会』実現検討会議」ですが、

政権交代もあり残念ながら頓挫しています。人口減少が進む日本社会において、緩和策の

一つである移民政策をどのように考えていくのか、議論の時間に余裕はありません。 
 さらには、領土問題の悪化を契機に広がりを見せた在日外国人へのヘイトスピーチ等の

排外主義的な行動も目立ちました。これに対して、反対デモを行う人たちが現れたのは大

きな救いではありましたが、人種差別の禁止に関する法律の制定を真剣に考える必要性を

感じました。 
 
 ふりかえれば、平成 24 年度は多文化共生社会の形成を進めるにあたっては非常に厳しい

一年だったように思います。であればこそ、私たちは改めて多文化共生の意義を確認し、

異なる意見や価値観を持つ人たちとの対話を重ねていくべきではないでしょうか。 
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平成 24 年度事業方針および事業概要報告 
 
平成 24 年度は、前年度同様に、多文化共生社会の形成に向けた「意識づくり」、「仕組みづ

くり」、「環境づくり」に取り組みました。 
「意識づくり」については、各種講演や「愛知県やさしい日本語普及啓発事業」、多文化グ

ルメマップ等啓発事業の拡充および、ブログやニュースレター、facebook 等による情報発

信の充実を通じて、多文化共生推進の意義の周知に努めました。いずれも、前年度を上回

る機会をいただくことができました。 
「仕組みづくり」については、①日本語学習支援、②災害時外国人支援、③外国人相談対

応の３点を中心に、関係者とともにフレームワークづくりを検討しました。①は教室単位

での支援を中心に行い、②は自治体単位、③は全国規模での取り組みとなりました。それ

ぞれ、次年度以降の展開へと歩を進めているところです。 
「環境づくり」については、各事業の推進において外国人住民も参加しやすいよう配慮し、

彼らがより積極的に地域づくりに取り組めるよう環境整備に努めました。目に見える形で

の環境改善とまではいきませんでしたが、とりわけ外国人コミュニティが、日本社会の求

める形での参画を果たす上で必要となる各種申請手続きや団体運営に関するサポートを行

いました。今後ますます、このニーズは高まることが予想されます。 
 
 しかし、これまでのような大型の委託事業が減り、それに代わるような自主事業等の実

施もできなかったことから、当期決算を赤字で迎えることとなってしまいました。また、

情報発信ツールの一つであるニュースレターは、これまで年 3 回発行していたものが年 2
回にとどまってしまい、楽しみにお待ちいただいていた方々には大変申し訳ありませんで

した。次年度は予定したことを着実に進めていけるよう、役員およびスタッフ一同、精一

杯努めて参ります。 
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１．多文化共生理解促進事業 
１）やさしい日本語普及啓発事業                           

委託元：愛知県多文化共生推進室 
日本人の外国人に対するコミュニケーション能力を高めることを目的に、携帯ゲームを利

用して、遊び感覚で「やさしい日本語」に触れ、慣れてもらうためのアプリケーション及

びコンテンツを開発しました。また、スマートフォンユーザー以外の方のために、同様の

内容をまとめた『「やさしい日本語」の手引き』も製作しました。 
  委託期間：平成 24 年 6 月 7 日～平成 25 年 2 月 15 日 

記者発表：http://www.pref.aichi.jp/0000059054.html（愛知県 HP） 

   

 
２）講師派遣 
  62 件（97 回） うち、東海地域 36 件（60 回） 
 昨年度比 件数 172％増 回数 159％増（うち、東海地域 件数 180％増、回数 171％増） 

No. 日付 依頼者／派遣先 講座・講演名 講師 

1 6 月 7 日 JIAM 消防職員コース 土井 

2 6 月 19 日,7 月 3 日 知立市 西三河新任係長研修 土井 

3 6 月 23 日 武蔵野市国際交流協会 日本語ボランティア養成講座 土井 

4 6 月 28 日,9 月 20 日, 

11 月 27 日 

愛知県 新あいち多文化共生推進プラン策定会議 土井 

5 7 月 1 日 ココアゴラ 学生アゴラ 河村 

6 7 月 3 日 日本福祉大学 多文化共生と福祉 土井 

7 7 月 19 日 甲賀市 甲賀市日本語ボランティア研修 土井 

8 7 月 26 日 (特活)ﾎﾞﾗﾝﾀﾘｰﾈｲﾊﾞｰｽﾞ  NPO若手スタッフ向け交流会 河村 

9 7 月 28 日 田原市 田原市日本語ボランティア養成講座 土井 

10 8 月 23 日,9 月 18 日, 

10月 23日,12月 18日 

愛知県 NPOと行政のテーマ別意見交換会 土井 

河村 

11 8 月 27 日～8 月 31 日 JIAM 多文化共生の地域づくりコース 土井 

12 9 月 1,8,15 日 米原市 日本語教室開設のためのボランティア研修会 土井 

http://www.pref.aichi.jp/0000059054.html
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13 9 月 25 日 人事院 ３年目フォローアップ研修 土井 

14 10 月 1 日 熱田高校 学びの探求（総合学習） 土井 

15 10 月 2 日 小松市 多文化共生推進地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ育成講座 土井 

16 10 月 7 日 豊田市国際交流協会 改正入管法言語別相談会 土井 

17 10 月 13 日 群馬大学 東海地域の多文化共生／ﾌｧｼﾘﾃｰｼｮﾝの基礎 土井 

18 10 月 18 日 国立女性教育会館 相談員研修 後藤 

19 10 月 18 日,11 月 8,22

日,12 月 6 日 

(特活)ボラみみより情報

局 

市民が活動の担い手になる・人材募集研修 河村 

20 10 月 29 日,11 月 7 日, 

12 月 14 日 

(一社）地域問題研究所 安城市多文化共生推進ﾌﾟﾗﾝ策定委員会・庁内

会議 

土井 

21 10 月 27 日 川崎市教育委員会 やさしい日本語 土井 

22 11 月 3 日 香川県国際交流協会 災害時通訳等ボランティア研修 土井 

23 11 月 5 日 名城高校 リーダー学 土井 

24 11 月 7 日 科学技術学園高等学校 教員研修 河村(八) 

河村(槙) 

25 11 月 8 日 光ヶ丘女子高等学校 大学模擬講座 土井 

26 11 月 9 日 稲沢市商工会議所 多文化共生 土井 

27 11 月 12,16 日 多文化共生ｾﾝﾀｰきょうと 医療通訳養成講座 後藤 

28 11 月 15 日,2 月 5,19

日,3 月 5,26 日 

vivaあみーご 日本語教室運営改善 土井 

29 11 月 17 日,1 月 12 日 (一社)グローバル人財サ

ポート浜松 

日本語コーディネーター研修 土井 

30 11 月 19 日 (特活)泉京・垂井 岐阜県の多文化共生を考える会 土井 

31 11 月 20 日,2 月 7,26

日 

(特活)アスクネット 名古屋市協働モデル会議 土井 

32 11 月 22 日 CLAIR CIR研修 やさしい日本語 土井 

33 11 月 27 日, 

12 月 4,11,18 日 

(特活)日本ボリビア人協

会 

日本語教室 土井 

34 12 月 8 日 鹿沼市国際交流協会 鹿沼市日本語ボランティア研修 土井 

35 12 月 8 日 JICA中部＆名古屋 NGOセ

ンター 

国際協力カレッジ 2012 吉岡 

36 1 月 9 日 (特活)アスクネット 光ヶ丘女子高等学校 4daysプロジェクト 河村 

37 1 月 12 日 愛知県 新しい公共フォーラム・あいち分科会 後藤 

38 1月 15日,2月 5,19日, 

3 月 5 日 

vivaあみーご 「vivaあみーご日本語教室」アドバイザー 土井 
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39 1 月 18 日 地域国際化協会東海北陸 災害時シミュレーション 土井 

40 1 月 20 日 広島平和文化センター 日本語ボランティアネットワーク構築事業 土井 

41 1 月 27 日 (特活)名古屋 NGOセンタ

ー 

震災支援と国際協力 NGOの地域での役割（シ

ンポジウム） 

土井 

42 1 月 27 日 (特活)起業支援ネット 「復興から見えてきた地域のみらい」 

ダイバーシティなりきりワークショップ 

後藤 

43 1 月 28 日～2 月 1 日 JIAM 多文化共生の地域づくりコース 土井 

44 2 月 15 日 地域主体の国際協力・岐

阜 DDC 

知っとこ！「やさしい日本語」 土井 

45 2 月 16 日 豊橋市国際交流協会 豊橋市災害時通訳ボランティア研修 土井 

46 2 月 17 日 徳島県国際交流協会 災害時ボランティア研修 土井 

47 2 月 21 日 大阪国際交流センター 外国人の住みやすい大阪を考える関係機関等

連絡協議会勉強会 

土井 

48 2 月 23 日 東京都国際交流委員会 行ってみよう防災訓練、進めよう地域の取組 土井 

49 2 月 24 日 松本市 外国人キーパーソンネットワーク研修 土井 

50 3 月 1 日 JIAM 多文化共生マネージャースキルアップ研修 後藤 

51 3 月 9 日 (特活)I CAN 多文化勉強会 土井 

52 3 月 10 日 大垣市国際交流協会 大垣市災害時ボランティア研修 土井 

53 3 月 21 日 名城大学 SA研修会―春のワンデイクリニック― 堀江 

54 3 月 23 日 四日市市 四日市市日本語ボランティア研修会 土井 

55 4 月 26 日 愛知県 市町村・市町村国際交流協会連絡会議 土井 

56 5 月 11 日 城陽市国際交流協会 城陽市日本語ボランティア研修 土井 

57 5 月 11 日 城陽市国際交流協会 イギリス視察報告会 in城陽 土井 

58 5 月 15 日 (特活)アスクネット 椙山女学園 共生社会における『人権』 堀江 

59 5 月 17 日 名城大学付属高等学校 国内における国際協力～多文化共生～ 堀江 

60 5 月 22 日 仙台国際交流協会 日本語ボランティア研修会 土井 

61 5 月 22 日 仙台国際交流協会 イギリス視察報告会 in仙台 土井 

62 5 月 23 日 JIAM 消防職員コース 土井 

 

３）イベント出展 

①ぼらチャリ 2012 

名古屋市が開催するボランティア活動団体のためのチャリティイベント「ぼらチャリ 2012」に

ブースを出展しました。これを通じて、20,058 円の寄付を受けることができました。このお金

は、『グルメＭＡＰ』の作成に活用します。 

  実施日：平成 24 年 10 月 28 日 
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２．外国人住民の社会参画促進事業 

１）外国人コミュニティサポート事業（あいちモリコロ基金助成、真如苑助成等） 

平成 22,23 年度に当団体が実施した外国人自助組織へのヒアリング結果をもとに外国人コミュ

ニティ向けのセミナー及び個別サポートを実施しました。 

  実施時期：平成 24 年 6 月～平成 25 年 5 月 

【個別サポート】 

  支援団体：NPO 法人日本ボリビア人協会、Happy Family、ISONA、パザパ多国籍青年たちに

よる法律勉強会、ネクター 

  支援内容：助成金申請、定款の書き方、会計、NPO 法人申請等 

【セミナー】 

  実施日：平成 25 年 3 月 30,31 日 

  会場：刈谷市国際プラザ 

  内容：仲間の募り方、日本人との協働、事業計画、活動資金（寄付・助成金・事業収入）等 

   

２）外国人コミュニティフェア 

日本人・外国人の交流を促進することを目的に、東海地域で活動する外国人自助組織を紹介する

イベントを開催しました。 

  日時：平成 25 年 3 月 24 日 

会場：中京大学名古屋キャンパス アレーナ 

ブース出展団体：NPO 法人日本ボリビア人協会、（一社）ブリッジハートセンター東海、西部

災害多言語支援センターWestern、NPO 法人コリアンネットあいち、United Filipino Community 

in Higashiura、華豊の友、NPO 法人 Mixed Roots x ユース x ネット★こんぺいとう 

  参加者数：約 100 人 
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３）外国人コミュニティ母語教育等支援事業 

委託元：愛知県多文化共生推進室 

共同事業体「愛知 外国につながる子どもの母語支援プロジェクト」（構成団体：特定非営利活

動法人多文化共生リソースセンター東海、NPO まなびや＠KYUBAN）として、外国につながる子ど

もたちのアイデンティティの確立や親子のコミュニケーションを円滑にすることを目的に、外国

人県民自らが、コミュニティ内において、子どもたちに母語や母文化を教えたり、母語による学

習支援ができるよう、県内５か所の母語教室の活動支援を行いました。また、今後、こうした取

り組みを行おうとする外国人コミュニティの参考となるよう、母語の大切さや具体的な実施方法

等について掲載した冊子「母語教育サポートブック 『KOTOBA』―家庭／コミュニティで育て

る子どもの母語―」を作成しました。 

  委託期間：平成 24 年 11 月 29 日～平成 25 年 3月 27 日 

報告書：http://www.pref.aichi.jp/kokusai/bogo/houkokusho.pdf（愛知県 HP） 

    

 

４）中国帰国者支援事業 

委託元：東海北陸中国帰国者支援・交流センター 

昨年度に続き、中国帰国者及びその家族を対象に、彼らの実態把握や関係者との交流を行いまし

た。今年度はグループに分かれて防災ワークショップに取り組みました。 

  実施日：平成 25 年 3 月 17 日 

  会場：市橋コミュニティセンター（岐阜市） 

  参加者：31 名 

   
 

 

http://www.pref.aichi.jp/kokusai/bogo/houkokusho.pdf
http://blog.canpan.info/mrc-t/img/bogo_ch.jpg
http://blog.canpan.info/mrc-t/img/bogo_ch.jpg�
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３．多文化共生社会づくりに関する情報及び人材のネットワーク構築事業 

１）facebook による多文化情報発信 

facebook ページから多文化共生に関するニュースや行政情報、イベント案内等を発信しました。  

実施時期：通年 

  ◆いいね！     457 件（昨年度 204 件、昨年度比 224％増） 

  ※ブログ・・・記事投稿 49 件（昨年度 109 件、昨年度比 45％減） 

 

２）地域国際化ステップアップセミナー 

委託元：市民国際プラザ 

（財）自治体国際化協会、（公財）岐阜県国際交流センターと共催で「平成 24 年度地域国際化ス

テップアップセミナー これからの多文化共生における“連携・協働”」を開催しました。 

  日時：平成 24 年 11 月 26 日 

  協力団体：豊田市、NPO 法人愛伝舎、NPO法人可児市国際交流協会、（一社）グローバル人財

サポート浜松 

  ブース出展団体：NPO 法人 Mixed Roots×ユース×ネット★こんぺいとう、NPO 法人日本ボ

リビア人協会、Earth Babies 、viva おかざき!!、（株）MOBILE MAKER 

報告書：http://www.plaza-clair.jp/plaza/event121126_report.html（市民国際プラザ HP） 

   

 

４．「外国につながる子ども」の健全育成に関する事業 

該当事業なし 

 

５．その他、上記の目的達成に必要な事業 

１）寄り添いホットライン 外国人専門ライン運営事業 

委託元：一般社団法人社会的包摂サポートセンター 

一般社団法人社会的包摂サポートセンターからの委託を受け、全国の外国人支援を行う 11 団体

の協力を得て、厚生労働省のモデル事業として 8 言語（英語、タガログ語、韓国語、タイ語、

中国語、スペイン語、ポルトガル語、日本語）による電話相談を実施しました。また、外国人専

門ラインの統括拠点としてコーディネート業務も担当しました。 

  実施時期：平成 24 年 6 月～平成 25 年 3 月 

 

http://www.plaza-clair.jp/plaza/event121126_report.html
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２）多文化共生人材育成事業 

多文化共生を担う人材を育成する研修・講座を実施しました。 

 ①岡崎市災害時通訳ボランティア養成講座（岡崎市委託） 

 ②長久手市国際交流ボランティア養成講座（長久手市委託） 

 ③長久手市日本語ボランティア養成講座（長久手市委託） 

   

３）ニュースレターの発行 

当団体の活動報告及び多文化共生に関する情報を掲載したニュースレターを 2 回発行しました。 

時期：平成 24 年 9 月、平成 25 年 2 月 

発行部数：800 部 

  

 

４）カエルプロジェクト 2012 

三井物産株式会社が主催する「カエルプロジェクト 2012in 小牧」の開催に、NPO 法人国際社会

貢献センターと共に協力しました。 

  時期：平成 24 年 11 月 2,3 日 

  会場：小牧市公民館 

  参加者数：述べ 45 名 
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６）国際会議等への参加 

①Promoting grassroots approaches to multiculturalism through learning and exchange in 

Japan and the UK 

  時期：平成 25 年 3 月 13 日～3月 21 日 

  行先：英国（ロンドン，コベントリー） 

 

②1st Multicultural Community Conference in Asia “Paving the Future of Multicultural 

Asia” 
  時期：平成 25 年 5 月 26 日～5月 31 日 

  行先：韓国（ソウル） 

 
 



（第二号議案）平成24年度会計報告案・監査報告

[税込]（単位：円）

科　目
 Ⅰ経常収益
　１．受取会費
      正会員受取会費 55,000 
      賛助会員受取会費 24,000 
      団体会員会費収益 60,000 139,000 
　２．受取寄付金
      受取寄付金 1,040,140 1,040,140 
　３．受取助成金等
      助成金収益 1,241,160 1,241,160 
　４．事業収益
      事業  収益 61,987,582 61,987,582 
　５．その他収益
      その他収益 3,060 
      受取利息 1,205 4,265 
        経常収益  計 64,412,147 
Ⅱ経常費用
　１．事業費
    (1)人件費
      給料  手当 10,661,082 
      法定福利費 679,831 
      通　勤　費 629,850 
　　　　　人件費　計 11,970,763 
　　(2)その他経費
      通　信　費 1,277,299 
      諸　謝　金 39,584,000 
      旅費交通費 2,783,660 
      会　議　費 3,700 
      地代　家賃 373,000 
      賃　借　料 233,040 
      消耗品　費 936,080 
      水光熱　費 166,479 
      印刷製本費 1,481,527 
      租税　公課 1,489,700 
      保　険　料 5,700 
      支払手数料 144,972 
      広告宣伝費 218,925 
      雑　　　費 49,050
　　　　　その他経費　計 48,747,132 
            事業費  計 60,717,895
　２．管理費
　　(1)人件費
      給料  手当 2,062,597 
      通　勤　費 298,870 
      法定福利費 561,388 
      福利厚生費 18,100 
　　　　　人件費　計 2,940,955 
　　(2)その他経費
      通  信  費 219,368 
      水道光熱費 53,895 
      旅費交通費 2,180 
      会  議  費 1,400 
      事務用消耗品費 36,843 
      修  繕  費 18,000 
      地代  家賃 269,724 
      諸　会　費 20,000 
      租税  公課 24,743 
      支払手数料 8,967 
      管理  諸費 320,250 
      支払　利息 60,656 
      雑      費 13,100 
　　　　　その他経費　計 1,049,126 
　　　　　　　管理費　計 3,990,081
　　　　　　経常費用　計 64,707,976 
　　　　税引前当期正味財産増減額 △ 295,829 
　　　　法人税、住民税及び事業税 68,400 
            当期正味財産増加額 △ 364,229 
            前期繰越正味財産額 277,596 
            当期正味財産合計 △ 86,633 

NPO法人多文化共生リソースセンター東海
自 2012年 6月 1日  至 2013年 5月31日

活動計算書

金　額
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[税込]（単位：円）

全事業所

  【流動資産】
      現      金 83,382 
      小口  現金 97,650 
      小口　現金(基金) 132,613 
      普通  預金 8,705,926 
        現金・預金 計 9,019,571 
    （売上債権）
      未  収  金 3,000 
        売上債権 計 3,000 
    （その他流動資産）
      前払  費用 29,977 
      立  替  金 282,345 
        その他流動資産  計 312,322 
          流動資産合計 9,334,893 
  【固定資産】
    （投資その他の資産）
      敷      金 171,300 
        投資その他の資産  計 171,300 
          固定資産合計 171,300 
            資産の部  合計 9,506,193 

  【流動負債】
    未  払  金 1,750,586 
    前  受  金 5,138,840 
    短期借入金 305,000 
    未払消費税 1,098,400 
      流動負債  計 8,292,826 
  【固定負債】
    長期借入金 1,300,000 
      固定負債  計 1,300,000 
        負債の部  合計 9,592,826 

  【正味財産】
    正味  財産 △ 86,633 
    (うち当期正味財産増減額) △ 364,229 
      正味財産　計 △ 86,633 
        正味財産の部  合計 △ 86,633 
          負債・正味財産合計 9,506,193 
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NPO法人多文化共生リソースセンター東海
2013年 5月31日 現在

特定非営利活動に係る事業会計貸借対照表

《資産の部》

《負債の部》

《正味財産の部》



１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法
固定資産は定率法により減価償却をしています。
消費税等は税込処理により計算しています。

2．事業別損益
事業別損益の状況は以下の通りです。 （単位：円）

理解促進事業 外国人の社会参加 子ども その他 事業計 管理 合　計
【経常収益】
１．受取会費 139,000 139,000
２．受取寄付金 347,621 347,621 692,519 1,040,140
３．受取助成金等 41,160 1,200,000 1,241,160 1,241,160
４．事業  収益 5,514,070 7,908,281 48,565,231 61,987,582 61,987,582
５．その他収益 1,205 1,205 3,060 4,265
経常収益  計 5,555,230 9,108,281 48,914,057 63,577,568 834,579 64,412,147
【事業費】
(1)人件費
給料  手当 939,203 5,098,679 4,623,200 10,661,082 2,062,597 12,723,679
法定福利費 9,476 34,918 635,437 679,831 561,388 1,241,219
通　勤　費 257,380 372,470 629,850 298,870 928,720
福利厚生費 18,100 18,100

人件費計 948,679 5,390,977 5,631,107 11,970,763 2,940,955 14,911,718
(2)その他経費
通　信　費 72,033 69,090 510 1,135,666 1,277,299 219,368 1,496,667
諸　謝　金 1,535,000 867,000 37,182,000 39,584,000 39,584,000
旅費交通費 541,690 389,100 1,852,870 2,783,660 2,180 2,785,840
会　議　費 1,080 2,620 3,700 1,400 5,100
地代　家賃 90,000 283,000 373,000 269,724 642,724
賃　借　料 12,600 166,540 53,900 233,040 233,040
諸　会　費 20,000
消耗品　費 55,877 438,766 441,437 936,080 936,080
事務用消耗品費 36,843 36,843
水光熱　費 27,000 139,479 166,479 53,895 220,374
印刷製本費 203,750 1,095,280 20 182,477 1,481,527 1,481,527
修　繕　費 18,000
租税　公課 133,338 189,015 1,167,347 1,489,700 24,743 1,514,443
保　険　料 4,500 1,200 5,700 5,700
支払手数料 6,731 14,748 123,493 144,972 8,967 153,939
広告宣伝費 218,925 218,925 218,925
管理　諸費 320,250 320,250
支払　利息 60,656 60,656
雑　　　　費 49,050 49,050 13,100 62,150
その他経費計 2,679,099 3,234,039 530 42,833,464 48,747,132 1,049,126 49,758,258
経常費用計 3,627,778 8,625,016 530 48,464,571 60,717,895 3,990,081 64,707,976

当期経常増減額 1,927,452 483,265 △ 530 449,486 2,859,673 △ 3,155,502 △ 295,829

３．借入金の増減内訳 （単位：円）
科目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

長期借入金 1,924,000 624,000 1,300,000
短期借入金 305,000 305,000

合計 2,229,000 624,000 1,605,000

４．役員及びその親近者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。 （単位：円）

科目
（活動計算書）
受取寄付金
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1,040,140 982,987

財務諸表の注記

  財務諸表の作成は、NPO法人会計基準（2010年7月20日 2011年11月20日一部改正　ＮＰＯ法人会計基
準協協議会)によっています。

計算書類に計上された金額 内役員及び近親者との取引



[税込]（単位：円）

全事業所

  【流動資産】
      現      金 83,382 
      小口  現金 97,650 
      小口　現金(基金) 132,613 
      普通  預金 8,705,926 
        MUFJ (5,976,048)
        MUFJ(ﾍﾙﾌﾟﾗｲﾝ) (2,729,878)
          現金・預金 計 9,019,571 
    （売上債権）
      未  収  金 3,000 
        売上債権 計 3,000 
    （その他流動資産）
      前払  費用 29,977 
      立  替  金 282,345 
        その他流動資産  計 312,322 
          流動資産合計 9,334,893 
  【固定資産】
    （投資その他の資産）
      敷      金 171,300 
        投資その他の資産  計 171,300 
          固定資産合計 171,300 
            資産の部  合計 9,506,193 

  【流動負債】
    未  払  金 1,750,586 
    前  受  金 5,138,840 
    短期借入金 305,000 
    未払消費税 1,098,400 
      流動負債  計 8,292,826 
  【固定負債】
    長期借入金 1,300,000 
      固定負債  計 1,300,000 
        負債の部  合計 9,592,826 

        正味財産 △ 86,633 

NPO法人多文化共生リソースセンター東海
2013年 5月31日 現在

特定非営利活動に係る事業会計財産目録

《資産の部》

《負債の部》
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事業報告

上記のとおり報告いたします。

2013年7月20日

代表理事　　　　土井佳彦　　㊥1ご

事務局長　　　　佐藤槙子

監査報告

2012年度（2012年6月1日から2013年5月31日まで）特定非営利活動法人

多文化共生リソースセンター東海決算書類を監査した結果、適正であることを

認めます。

監事　や史主恩
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３．平成 25 年度事業計画 
 
１．多文化共生理解促進事業 
１）地域日本語教育基盤整備支援事業（あいちモリコロ基金） 

愛知県内の日本語教室・外国人住民へのアンケート及びヒアリング調査を行い、日本語

教室の運営に関する課題等を把握し、教室間での比較・分析により今後の活動展開に必要

な支援項目を見出します。 
時期：平成 25 年 6 月～平成 26 年 5 月（2 か年） 

 
２）講師派遣 
 多文化共生に関する研修会やセミナー等に講師を派遣します。 
 時期：随時 

 

 
３）多文化スクール、現場ツアー 
 多文化共生に関する連続講座や団体を巡る現場ツアー等を予定しています。 
（例）各国の外国人コミュニティに関する講座、多文化映画の上映 
 
４）「顔の見える」関係づくり事業（愛知県委事業） 
 外国人県民の国籍等の多様化や永住化が進展している状況において、安全で安心なまち

づくりを行うため、自治会・町内会レベルで外国人も日本人もお互いに顔の見える関係を

つくり、様々な担い手が活躍できる地域づくりを促すモデルとなりうる取組を実施します。

本事業では、外国人との共生を考える会・NPO 法人トルシーダ・NPO 法人フロンティア

とよはしと共同事業体を組み、県内 3 カ所で安全・安心なまちづくり推進会議や安全で安

心なまちづくりのためのイベントを行います。 
 時期：平成 25 年 6 月～平成 26 年 3 月 
 
２．外国人住民の社会参画促進事業 
１）外国人コミュニティサポート事業 
助成金申請から報告書提出までをわかりやすくまとめた助成金ガイドブックや、NPO 法

人のいろはをまとめた NPO 法人ガイドブックを作成します。また、外国人コミュニティか

らヒアリングを行い、今後の外国人住民の社会参画の場について検討します。 
時期：通年 

JIAM 消防職員コース、JIAM 多文化共生の地域づくりコース、JIAM 多文化共生マネ

ージャー養成コース、瑞穂区生涯学習センター人権講座、富山県外国人市民ボランテ

ィア研修、他 
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３．多文化共生社会づくりに関する情報及び人材のネットワーク構築事業 
１）facebook による多文化情報発信 
 facebook ページから、多文化共生に関するニュースや行政情報、イベント案内等を配信

します。 
 時期：通年 
 
4.「外国につながる子ども」の健全育成に関する事業 
１）外国につながる子どもの支援事業 
 外国につながる子どもの障がい・学習支援・母語教育等に関する事業を行います。 
 時期：通年 
 
５．その他、上記の目的達成に必要な事業 
１）多文化共生人材育成事業  
多文化共生を担う人材を育成する研修・講座を実施します。 
  ・岡崎市災害時ボランティア養成事業（岡崎市委託） 
  ・四日市市日本語ボランティア研修（四日市市委託）  
  ・研修パック（防災、やさしい日本語）   
     等 
２）外国人住民のための「なんでも相談」相談員の育成講座（真如苑助成金） 
 外国語でコミュニケーションを取ることができ、DV、虐待、生活困窮、在留資格など、

様々な問題を抱えた外国人住民に寄り添い、必要な社会資源（支援者、専門機関など）に

繋げ、外国人住民の地域での自立をサポートする相談員・同行支援員の研修を実施します。 
 時期：平成 25 年 6 月～平成 26 年 3 月 
 
３）ニュースレター発行 
 当団体の活動報告及び多文化共生に関する情報を掲載したニュースレターを年 4 回発行

します。 
 時期：平成 25 年 8 月、11 月、2 月、5 月（予定） 
 
４）グルメマップ発行 
 外国人の経営する飲食店・販売店等を外国人コミュニティを紹介する冊子を作成し、発

行します。 
 時期：平成 25 年秋（予定） 
  
 
 



４．平成25年度予算

特定非営利活動法人多文化共生リソースセンター東海

           科              目 備　　　　　考
Ⅰ　経常収益の部 
  １　受取会費
  　１）団体会員会費 80,000 20,000円×4団体

  　２）正会員会費 100,000 5,000円×20人

  　３）賛助会員会費 30,000 210,000 3,000円×10人

  ２　事業収益

  　１）多文化共生理解促進事業 7,910,787
県事業4,910,787円、講師派遣2,400,000円、多
文化スクール400,000円、現場ツアー200,000円
等

  　２）外国人住民の社会参画促進事業 0

    ３）情報及び人材のネットワーク構築事業 0

    ４）「外国につながる子ども」の健全育成に関する 0

    ５）その他の事業 1,060,000 8,970,787
多文化共生人材育成事業860,000円、その他
200,000円

  ３　受取補助金等

 　 １）民間補助金 2,300,000
日本語基盤整備事業（あいちモリコロ基金
2,000,000円）、真如苑助成金200,000円、多文
化スクール（AIA補助金100,000円）

  　２）国、地方自治体補助金 0 2,300,000

  ４　受取寄付金
  　１）寄付金 150,000 150,000

 経常収益合計 11,630,787

Ⅱ　経常費用の部 
  １　事業費
  　１）多文化共生理解促進事業 7,500,000

  　２）外国人住民の社会参画促進事業 0

    ３）情報及び人材のネットワーク構築事業 0

    ４）「外国につながる子ども」の健全育成に関する 0

    ５）その他の事業 100,000 7,600,000

  ２　管理費  
    １）役員報酬 0

    ２）給料手当 2,526,400 スタッフ給与

　　３）法定福利費 300,000 社会保険料、労働保険料等

    ４）会議費 10,000

    ５）旅費交通費 10,000

    ６）通信費 150,000 電話代、郵送代,等

    ７）事務用消耗品費 50,000

    ８）備品消耗品費 30,000

    ９）印刷製本費 30,000

   10）光熱水費 60,000

   11）地代家賃 360,000 地代家賃

   12）保険料 10,000 ボランティア保険等

   13）諸会費 20,000

　 14）新聞図書費 10,000

　 15）支払手数料 5,000

 　16）管理諸費 273,250 税理士報酬

　 17）修繕費 0

   18）租税公課 30,000

   19）雑費 10,000 3,884,650

  経常費用合計 11,484,650

当期正味財産額 146,137

前期繰越正味財産額 △86,633

次期繰越正味財産額 59,504

平成25年度「特定非営利活動に係る事業会計」活動予算書 
平成２５年６月１日から平成２６年５月３１日まで

金　　　　額（円）
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